
⽇本のコロナ禍でのデジタル化とその死⾓
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 2002年 マイクロソフト ⼊社
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 NICT 国内アドバイザリーコミッティー 委員
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 ⽇本暗号資産取引業協会 理事
 認定NPO法⼈ フローレンス 理事
 東京⼤学⼤学院 情報理⼯学系研究科 ⾮常勤講師
 国際⼤学GLOCOM 客員研究員

⾃⼰紹介 ‒ 楠 正憲（くすのき・まさのり）
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 WindowsとMac両対応のためJavaの利⽤を決断
 ブラウザからICカードで電⼦署名する⽅法を調査

 2016年 ChromeのNPAPI打ち切り
 2017年 W3C Web Cryptography WG解散

モダンな⼿段の⾒通しが⽴たず
 2017年 FirefoxのNPAPI打ち切り

 全く打ち⼿がないままリリースを迎える
 ⾼市早苗総務⼤⾂（当時）「本番リリースまでには、

わたしがマニュアルなしで使えるよう改善を」

悔しい思いをしたマイナポータルの⽴ち上げ ‒ 2017年1⽉
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 ベンダー任せとなってしまった調達原課
 ベンダーの経験不⾜・リスク回避体質
 費⽤を確定させる必要がある会計法・調達制度
 諸外国のトレンドからの乖離（ICカード依存）
 ブラウザベンダーによるセキュリティ強化に起因

する開発途上での環境変化（OSの仕様変更）

なぜ当初マイナポータルがInternet Explorerでしか動かなかったのか
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 Java Web Start ‒ UIが作り直しになる、Javaが必要、すぐ陳腐化しそう
 Web Cryptography Key Discovery + CSPミニドライバ 実現不可
 ActiveXコントロール 遠からず陳腐化する、世間からの印象が悪い
 Web NFC API ブラウザに実装されていない
 Web USB API Chromeでしか動かず有効化の操作が煩雑
 Web Bluetooth API ‒ スマホ・BTカードリーダー USBカードリーダーで動かない
 常駐アプリ・TCPループバック接続⽅式 常駐が必要、セキュリティリスクが⼤きい
 全⾯ネイティブAP UI再実装が必要、認証連携先に遷移できない
 HTML5ハイブリッドAP 脆弱性対応など保守が重い、認証連携先でのテストが煩雑
 ネイティブAP ヘルパーアプリケーション フィッシングに対して脆弱
 Androidスマートフォン - QR認証 ‒ 多様なデバイス・環境に対応可能
 Native Messaging ‒ Chrome, Edge, Firefoxに対応可能
 Safariブラウザ拡張 ‒ Native Messagingとの類似性が⾼い
 Browser Helper Object ‒ Internet Explorerのために必要

構築ベンダーから逃げられ、わたしが⽅式設計を⾏って別ベンダーと⼿探りで⽅式検討

4
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意外と早く実現したリベンジの機会 ‒ 2017年10⽉ マイナポータルの正式リリース

6
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改善前

接続に必要な機器（マ
イナンバーカード及び
ICカードリーダライ
タ）を準備し、パソコ
ン等につなぐ。

接続機器の準備

Oracle社が提供する
JRE（Java Runtime 
Environment）8を、
Oracle社ウェブサイト
よりインストールする。

公的個⼈認証サービス
が提供する利⽤者クラ
イアントソフトを、
JPKIポータルサイトよ
りインストールする。

マイナポータル⽤環境
設定プラグラムを、
OSごとに指定のURL
よりインストールする。

Javaのインストール JPKI利⽤者クライアント
ソフトのインストール

環境設定プログラムの
インストール

OSごとに、セキュリ
ティレベルやCookie及
びプラグインの許可設
定など指定の項⽬につ
いて、ブラウザにて環
境を設定する。

ブラウザの環境設定

改善後

パソコン

接続に必要な機器（マイナン
バーカード及びICカードリー
ダライタ）を準備し、パソコ
ン等につなぐ。

接続機器の準備

パソコン⽤ログインアプリを
インストールする。

ログインアプリのインストール

１分程度!

パソコン ソフトやプログラムのインストールが多く、⾮常に⼿間がかかる。

 2017年10月にAndroidスマホ
2019年10月にiPhoneにも対応

 Edge対応はエストニアよりも
半年早く世界初

 e-Tax マイナポイントでも採用



2009 ‣ 2020

7
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2009 2020
申請⽅法 窓⼝・郵送 オンライン・郵送
政府⽅針発表 2008年10⽉30⽇ 2020年4⽉16⽇
閣議決定 2008年12⽉20⽇ 2020年4⽉20⽇
予算成⽴ 2009年3⽉4⽇ 2020年4⽉30⽇
申請受付開始 2009年3⽉5⽇ 2020年5⽉1⽇
申請完了 2009年9 ⽉末 2020年8⽉末
給付率 97.7% （最終） 99.4% （9/25）

https://kyufukin.soumu.go.jp/ja-JP/transition/



特別定額給付⾦を巡る報道

8
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3⽉中旬に頭の体操として検討していた給付⾦の申請フロー
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事前申込のない
住⺠登録地宛に
給付申込書を郵送

⼀般申込
QRをスマホで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒

指定⼝座に振込

記⼊済申請書を
窓⼝に持込

市町村

窓⼝で現⾦を
⼿渡し

事前申込
⾝分証をNFCで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒



なぜ当初構想したフローを実現できなかったのか
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事前申込のない
住⺠登録地宛に
給付申込書を郵送

⼀般申込
QRをスマホで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒

指定⼝座に振込

記⼊済申請書を
窓⼝に持込

市町村

窓⼝で現⾦を
⼿渡し

事前申込
⾝分証をNFCで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒

給付申請書を国ではなく
⾃治体が送付．統合的な
申請書番号を付番できず

給付⾦申込サイトに全て
の住⺠情報を集約できず

電⼦署名の付されてない
申請書を、国として受け
取れないと判断

住⺠が⼊⼒した⼝座番号
の実在を確認できず
(2020年7⽉末に改善)



実際に5⽉以降に⾏われた申請フロー
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11

全住⺠の
住⺠登録地宛に
給付申込書を郵送

郵送申請
空欄となっている
申請項⽬を記⼊し
郵送で提出

世帯主の指定⼝座に振込

記⼊済申請書を
窓⼝に持込

市町村

窓⼝で現⾦を
⼿渡し

オンライン申請
⼀通りの申請項⽬を
⼊⼒しマイナンバー
カードで署名・提出

⾃治体の住⺠情報と連携
できないため全ての申請
項⽬を⼊⼒する必要あり

銀⾏名・⼝座番号、家族
⽒名、⽣年⽉⽇など⼊⼒
ミスが多発し修正に⼿間

世帯主以外からの申請が
多発 住⺠からの問い合わせ、

申請内容チェック、郵送
された申請書の開封など
⼤量の事務が発⽣、積滞



申請受付データの処理 ‒ ⼀括ダウンロード

12
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⾃治体職員がマイナポータルから申
請受付データを取得する画⾯に、
「⼀括ダウンロード」ボタンを追加

ボタンを押下

フォルダに申請受付データが⼀括でダウンロードされる



申請受付データの処理 ‒ データからの⼀覧表作成

13
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Ⅰ.ボタン押下

Ⅱ.フォルダ指定

申請受付データが⼀括解凍さ
れる

Ⅲ.ボタン押下

申請受付データ⼀覧表が作成される（Excel）
申請受付データの⼀括解凍・⼀覧表作
成ツールを提供

氏名（漢字） 氏名（フリガナ） 生年月日 性別 郵便番号 現住所

山田　花子 ヤマダ　ハナコ 19890506 女性 1111111 〇〇県〇〇市△△町

田中　太郎 タナカ　タロウ 19900101 男性 1112222 〇〇県〇〇市××町

申請者情報

給付⾦台帳
システム

CSV等に変換

給付対象者
リストそのまま活⽤

エクセル・
アクセス等の
ソフトで管理



申請受付データの処理 ‒ ⽀給対象者と申請の突合

14
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国民

マイナポータル

氏名 生年月日 住所 性別 電子証明書番号

甲野太郎 S40.1.1 ○○町１－１ 男 123456

甲野花子 ― ― ― ―

甲野一郎 ― ― ― ―

乙野太郎 H1.3.1 △△町２－２ 男 345678

乙野花子 ― ― ― ―

氏名 生年月日 住所 性別 電子証明書番号

乙野太郎 H1.3.1 △△町２－２ 男 345678

乙野花子 H2.6.1 △△町２－２ 女 456789

甲野太郎 S40.1.1 ○○町１－１ 男 123456

甲野花子 S45.5.1 ○○町１－１ 女 234567

甲野一郎 H5.10.1 ○○町１－１ 男 ―

丙野太郎 S50.12.31 ××通３－３ 男 567890

〇 給付対象者リスト

Ａ市 Ｃ村Ｂ町

・ マイナポータルの申請受付データの
一覧表（国のツールで、簡単に作成できる）

・ 4/27住民基本台帳から抽出して作成
・ 全住民が掲載 ・いわば権利者台帳

〇世帯主（申請者の情報）
電子証明書情報も格納

申請・受給権者（世帯主）は電子
証明書番号で特定

給
付
対
象
者
（
世
帯
員
）
の
確
認
も
そ
の
同
一

性
が
確
認
で
き
れ
ば
よ
く
、
厳
密
な
一
致
を

求
め
る
必
要
は
な
い
旨
を
助
言

〇 申請受付データ一覧表



どのように住⺠情報は⼨断されていたのか（2020年7⽉末時点）
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⾃治体住⺠
システム

電⼦申請
（ぴったり）

JIS X 0213-2004

利⽤者の情報を保存できない
世帯など⾃治体情報に接続できない
紙の申請様式と合わせて⼊⼒が煩雑
申請にはマイナンバーカードが必須
記⼊ミスがあると処理が滞ってしまう

⾃治体住⺠
システム

ベンダー独⾃⽂字が残存＋
のべ百万字を超える⾃治体
独⾃外字から、約6万⽂字の
⽂字情報基盤に移⾏を計画

個別⾃治体でシステム整備が必要
申請データの確認に⽬視確認が必要
記⼊ミス・重複申請は個別連絡が必要

百万⽂字を越える⾃治体独⾃外字
⾃治体毎で異なる様式・業務フロー
団体を越えて世帯情報を交換できず

情報提供NWS
JIS X 0213-2004

住基ネット
約2万の住基統⼀⽂字＋
外字の画像データ転送

基本4情報は扱えず

マイナポータル
⾃⼰情報API

JIS X 0213-2004

外部APIを提供せず

公的個⼈認証
カード発⾏管理

JIS X 0218 + JIS X 0212

突発的なアクセス増に対応不可
カード発⾏・引渡の件数に制約

J J

内

内

総

⾃

⾃治体
指定⾦融機関

全銀システム
全銀テレ為替⽂字

⽇銀ネット

住⺠⼝座
⾦融機関

銀⾏間ではカナ⽒名しか扱えず
⼝座付番は6%しか進んでない
振替申込時しか⼝座照会できない

統合ATM NW
(⼝座実在確認)

全銀テレ為替⽂字

⾦融機関間はカナ⽒名を利⽤⾃治体毎の独⾃外字は
のべ百万⽂字を超える

⼾籍・住⺠基本台帳は漢字⽒名を利⽤
⼀部団体はカナ⽒名も持つが正確ではない
政府システム毎に⽂字コードの範囲は異なる



独⾃に⼯夫して給付⾦申請を迅速に処理した団体も（兵庫県加古川市の事例）

16
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https://topics.cybozu.co.jp/news/2020/06/02-8814.html



現在の政府情報システムの姿（2020年）
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17

J-LIS

⾃治体
中間サーバ

カード管理

JPKI

情報提供
NWS

住基

⼾籍

A市

・
・

住基
４情報

⼾籍
（副本）

法務省

※2024〜

マイナポータル e-Gov J-grants

地⽅税機構

eLTax e-Tax

国税庁

児童

介護

⽣活保護

地⽅税

※⾃治体ごとに存在 ︖
年⾦ ハローワーク

国の各省庁

・・国税

（国⺠）
デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成

事前記⼊型申請
に未対応

システム毎に⽂字コード・外字等が異なる

⼾籍・住⺠基本台帳は漢字⽒名を利⽤
⼀部団体はカナ⽒名も持つが公証されていない

住基ネット・情報提供
NWSともに関係属性
を連携できない



国と地⽅の真のデジタル化に向けて⽬指すべき姿（2025年）
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18

公共
サービス
メッシュ

公⾦⼝座

⼾籍・住基

JPKI

⾃治体各システム
（児童・介護・⽣保 など）

⺠間タッチポイント

・フリガナ、ローマ字対応

・システム標準化 / 共同利⽤化

不動産
・⼟地台帳連携

※情報連携
リアルタイムAPI連携

世帯・ワンストップ更新
セキュリティレベル別設計

※email、電話番号、⼝座番号登録

・⺠間情報、社会・税情報のハブ
（官⺠API GW）

・申請⼀元化

（国⺠）

（役所）

国の各システム
（年⾦・ハローワーク・国税 など）

デジタル完結率の向上 新たなデジタルセーフティ
ネットの構築 国と地⽅の⼀体推進

・カード普及策推進
（⽣産体制、J-LIS強化、発⾏場所増）

・カード機能向上
（スマホ搭載、カード⼀体化）

・マイナポイント連携

・予算調達⼀元化 ・リスク管理強化
・⼈材育成 ・先進⾃治体
・IT戦略推進体制

※在外邦⼈含む

公共共通SaaS
（緊急施策・新規システム他）

全住⺠ひとり1つ公⾦出納⽤の⼝座
⼝座番号・携帯電話番号の台帳

デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成

分散管理を前提
にワンストップ
事前記⼊を実現



移⾏プロセスのイメージ
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⼀体化
共通化

クラウド

オンプレ

2020（現在） 202X（将来）

・個別システムや所管単位で構築してお
り、個別最適となっている状況（サーバ
/ネットワーク、国/⾃治体）

・住基・⼾籍も含め、各⾃治体の
システムは、仕様を標準化した上で
共同利⽤化を推進
・新たな「公共サービスメッシュ」を
中⼼として情報共有を図ることで、
インフラコストと開発⼯数を最⼩化
・システム管理主体を集約

・共通SaaSを構築し、突発事務に対応
・国⺠との接点は「⺠間タッチポイント」と
して⼀本化
・個別システムのクラウド利⽤を進め、
（下層の）作りこみを排除
※国が包括的にクラウドベンダーと契約

デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成



2020年 現在の国と地⽅の情報システムの構造
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住基CS 住基CS

統合
宛名

住基ネット

情報提供
NWS

マイナポータル

e-Gov

市区町村ごとに存在 都道府県ごとに存在 全国システム

eLTax

全国 電⼦申請サイト

J Grants

JPKI

⼾籍

住基

児童

介護

⽣活保護

地⽅税
e-Tax

国税

年⾦

ハローワーク

共通システム 個別システム

・
・
・

デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成

LG-WAN

個別専⽤NW（住基ネット、霞が関LAN、各業務ネットワーク など）

住基ネット・情報提供
NWSともに関係属性
を連携できない

事前記⼊型申請
に未対応

⼾籍・住⺠基本台帳は漢字⽒名を利⽤
⼀部団体はカナ⽒名も持つが公証されていない

システム毎に⽂字コード・外字等が異なる



2022年までに速やかに着⼿すべき取り組み
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共通SaaS共通SaaS

⾃治体毎の論理分離
東⻄集約クラウド集中管理

全国システム 全国 電⼦申請サイト

突発的な事務に対して⾃治体毎に
論理分離した共通SaaSを提供

公⾦⼝座公⾦⼝座

共通BCP共通BCPバックアップ集約
2022年⽬途に先⾏して整備

住基ネット

情報提供
NWS

JPKI

LG-WAN

個別専⽤NW（住基ネット、霞が関LAN、各業務ネットワーク など）

住基CS

統
合
宛
名

⼾籍

住基

児童

介護

⽣活保護

地⽅税 中間SV

マイナポータル

e-Gov

eLTax

J Grants

e-Tax

年⾦

ハローワーク

・・・
国税

デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成

市区町村ごとに存在

公共VPC / SDN / IdP / SOC （使途毎に論理分離，東⻄AP設置）公共VPC / SDN / IdP / SOC （使途毎に論理分離，東⻄AP設置）



迅速な給付フロー ‒ 共通SaaSによる申請の簡素化
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事前申込のない
住⺠登録地宛に
給付申込書を郵送

⼀般申込
QRをスマホで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒

指定⼝座に振込

記⼊済申請書を
窓⼝に持込

市町村

窓⼝で現⾦を
⼿渡し

事前申込
⾝分証をNFCで読み取り
⼝座番号・⼝座名義⼈
フリガナ等を⼊⼒

共通SaaSで唯⼀無⼆性を
担保した申請書番号を付
番して申請書を郵送

共通SaaSで⾃治体毎に論
理分離した消込機能を実
装、申請サイトと連携

電⼦署名の付されてない
申請書も適切に不正対策
を⾏って受理する

統合ATM NWを経由して
⼝座の実在確認を実施
（2020年7⽉ 稼働開始）



迅速な給付フロー ‒ 公⾦⼝座による迅速な給付
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全住⺠に10万円を
付与する電⽂送信

スマホ連携⼝座登録
公⾦⼝座にマイナンバー
カードでログインして
連携先⼝座番号を⼊⼒
統合ATM NWで実在確認

指定⼝座に振込

政府

マイナンバー
カードでATM
から直接出⾦

⾦融機関窓⼝申込
⾦融機関店頭またはネット
バンキング等で個⼈番号を
登録し紐付け申請を⾏う

公⾦⼝座
システム国が構築して共通SaaS上

で⾃治体・⾦融機関向け
顧客管理機能を提供

Type-Bに対応したコンビニ
ATMでマイナンバーカード
を使った直接出⾦に対応

NISAの申込または⼝座
振替登録と似たフロー
で店頭にて⼝座登録



2025年へ向けたTo Be像
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共通SaaS

全国システム（クラウドベース）

⼾籍

住基

児童

介護

⽣活保護

地⽅税

API

⼾籍⼾籍

住基住基

児童児童

介護介護

⽣活保護⽣活保護

地⽅税地⽅税

業務共通化、データ移⾏
の進捗に応じて段階的に

共同システムへ移⾏

公⾦⼝座

共通BCP

在外邦⼈在外邦⼈

⺠間
タッチポイント

⺠間
タッチポイント

公共サービス
メッシュ

公共サービス
メッシュ

番号管理

符号変換

API Hub

官⺠API
GW

認証認可

通知

申請受付

JPKI

国税

年⾦

ハローワーク

・・・

デジタル・ガバメント閣僚会議 マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ 委員提出資料を元に作成

住⺠が利便
性を実感で
きるサービス

の拡充

在外邦⼈・
デジタルエリ
アで国直轄
先進サービス

会計ソフト会計ソフト

チャットチャット

ポータルポータル

店頭端末店頭端末

⼤規模な制度改正、標準仕様
の改訂、リプレース等の度に
共同利⽤の最適規模を⾒直し
段階的なシステム統合を図る

最適単位での共同化

公共VPC / SDN / IdP / SOC （使途毎に論理分離，東⻄AP設置）



⾃治体標準化とシステム統⼀へ向けた検討

25
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マイナンバー制度及び国と地⽅のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ（第３回）総務省説明資料



⾃治体標準化を巡る最近の報道

26
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標準仕様書の構造化と、相互接続に必要なレイヤーの先⾏着⼿
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個別業務 外部I/F

公共サービスメッシュ 外部I/F

公共サービスメッシュ 設計書

個別業務 SoR

個別業務 SoE

個別業務 標準項⽬

個別業務 標準仕様書

業務フロー／機能要件
様式・帳票／データ
⾮機能要件／⽤語

アドオン・RPA等 個別拡張

団体間連携な
ど要改訂

2021年度中に公共サービスメッシュの仕様、ベー
スレジストリ項⽬および団体間連携に必要なAPI
体系について整理を⾏う
いずれも機械可読形式で提供することで、⾼い開
発⽣産性と柔軟な変更を両⽴して、技術的な相互
運⽤性を確保する

2022年度を⽬途に公共サービスメッシュ・外部
APIのの仕様に基づいて個別業務の標準仕様書を
改訂。2025年までに移⾏する。
SoRとSoEの分離、機械可読形式での記述、サン
プルコードの充実などを通じて技術的な相互運⽤
性を⾼め、段階的な集約を図る

サンプルコード・参照実装等



 標準化か、共同化か、統⼀か
 割り勘効果と市場における価格競争
 共通アプリか、DB統合か、API連携か
 ベースレジストリの範囲と関連法整備
 GovCloudの守備範囲（IaaS, PaaS, SaaS）
 標準化17業務か、新規の共同システムか
 国主導の標準実装はオープンソースとすべきか
 有権者がデジタル化を実感できる住⺠接点とは
 新規事務の共同システムで先⾏着⼿できれば合理的

住⺠システム標準化の再起動・2025年へ向けた論点

28
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ワクチン接種管理に於ける課題（1⽉19⽇ 河野⼤⾂レク資料）

● 住⺠登録地の他に住んでる者の取扱い
○ 実家に住所を置く⼤学⽣
○ 単⾝赴任者
○ ⼆拠点⽣活者
○ DV被害者

● 住⺠からの問い合わせ対応
○ 特別定額給付⾦では住⺠からの問い合わせ

で⾃治体事務が⽌まった

● 職域接種
○ 平⽇勤務時間中に接種が受けられないと

● 接種履歴証明
○ 経済再開・海外渡航などで必要
○ マイナポ連携は早くても来年6⽉

● 全国レベルのチケット・消込DBが必要
○ 居所や職域で接種を受けられるように
○ 接種進捗のリアルタイムでの把握
○ 副作⽤登録などへの動線
○ 接種履歴証明の提供

● 周辺ベンダーの横連携、IF標準化の推進
○ ⾃治体ベンダー間の相互運⽤性確保
○ 接種済者との連絡
○ 2回⽬接種を促す
○ 接種証明書の発⾏
○ 海外の接種証明PFとの連携

● 特別定額給付⾦からの学び
○ コールセンターの集約、早期⽴ち上げ
○ ⾃治体調達仕様書でのSLA定義



現状のワクチン接種プロセスで見えている課題と最低限行うべきこと

＜現状見えている大きな課題＞
● ワクチン在庫管理はVSYSでできるかもしれないが、ワクチン接種者の管理が自治体に丸

投げされており、また各自治体ごとに管理方法を検討しなければならない。
→定額給付と同じように各自治体が個別に対応して混乱が生じる可能性大

● ワクチンの消費量とワクチン接種者の管理は一体的に行うべきなのに、どのようなデータ
をVSYS側で求めるのかの項目が明らかになっていないため、提供すべきデータがわから
ない。
→自治体職員がワクチン接種者管理の際にどんなデータを取得しておくべきかわからな
い。結果としてVSYSデータ入力の自治体職員負担が増大する可能性大。

● 上記のような状態の場合、国側として国民のどれだけがワクチンを接種したのかの集計
が効率的に行えず、どこまでワクチン接種が進んでいるのかのリアルタイムでの把握が著
しく困難になる。
→厚労省職員の集計のための負担も増大し、数字がすぐに示せず、国会で責められる可
能性大



ワクチンダッシュボードの⽴ち上げ（5⽉27⽇）

31
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対象者抽出
接種票（クーポン）印刷

ワクチン接種２クーポン券送付 ②接種予約 接種時問診 ワクチン接種１ ②次回予約 接種時問診

住基情報連携基盤 郵送 コールセンター・窓口 手書き問診票 受診証記入・V-SYS入力 コールセンター・窓口 受診証記入・V-SYS入力 受診証記入・V-SYS入力

住基抽出・印刷
（高齢者）

住基抽出・印刷
（その他）

クーポン発送

基礎疾患申告 クーポン受領 予約手配

予約受付

問診票記載

問診

接種

接種結果入力

予約手配 問診票記載

問診

接種

接種結果入力

接種証明

①医療機関の空き状況、
予約受付連絡先の確認

８ 接種実績の登録

９ ワクチン在庫等の登録

８ 接種実績の登録

９ ワクチン在庫等の登録

自
治

体
業

務
医

療
機

関
・
接

種
会

場
市

民

③予約情報の登録
（医療機関以外の会場の場合）

医療機関情報の登録

４ 医療機関単位の分配量
決定

医療機関以外の接種会場
情報の登録

V
-
S
Y
S

接種結果入力

予約受付

接種結果入力

※赤の部分がシステム化を通じて効率化可能なプロセス



対象者抽出
接種票（クーポン）印刷

ワクチン接種２クーポン券送付 ②接種予約 接種時問診 ワクチン接種１ ②次回予約 接種時問診

住基情報連携基盤 郵送 コールセンター・窓口 手書き問診票 受診証記入・V-SYS入力 コールセンター・窓口 受診証記入・V-SYS入力 受診証記入・V-SYS入力

住基抽出・印刷
（高齢者）

住基抽出・印刷
（その他）

クーポン発送

基礎疾患申告 クーポン受領 予約手配

予約受付

問診票記載

問診

接種

接種結果入力

予約手配 問診票記載

問診

接種

接種結果入力

接種証明

①医療機関の空き状況、
予約受付連絡先の確認

８ 接種実績の登録

９ ワクチン在庫等の登録

８ 接種実績の登録

９ ワクチン在庫等の登録

自
治

体
業

務
医

療
機

関
・
接

種
会

場
市

民

③予約情報の登録
（医療機関以外の会場の場合）

医療機関情報の登録

４ 医療機関単位の分配量
決定

医療機関以外の接種会場
情報の登録

V
-
S
Y
S

国民に一意の番号が必要

発送業務自体が相当な負
担となる

窓口に人があふれる
密状態が発生する

予約システムが存在しな
い（共通でない）

結果を手入力では間に合
わない

誰が発行するのか

接種結果入力

結果を手入力では間に合
わない
医療機関が入れるのか

どうやって申告するのか

予約受付

予約システムが存在しな
い（共通でない）

１回目接種者へのリマイン
ドが必要

接種結果入力

自治体が代行するのか 自治体が代行するのか

１回目接種と同様

バイアル単位ごとの管理
ができない

コールセンターではさばき
きれない

全国での情報共有ができ
ない

※赤の部分がシステム化を通じて効率化可能なプロセス



接種者管理システム（仮称）による⽀援の検討素案
クーポン発行

• 各自治体がクーポ
ン発行

予約

• 接種予約システム
は自治体が検討中

接種

• 接種時の情報管理
はクーポンとシー
ルを中心に実施

報告

• 日次でのv-sysへ
の報告（集計の上、
入力）

支払管理

• 予診票を基に予防
接種管理システム
へ入力

その他

• 転居やクーポン再
発行等はv-sysで
変更手続

• 基本機能を提供するこ
とを検討

• 複数の予約システムと
の連携も検討

• コールセンターによる予
約も想定

• 既に予約システムの開
発着手している自治体
等との連携インタフェー
スを検討

• コールセンター業務に変
更が発生する可能性を
検討

• 今後、クーポン印刷する
自治体向けに、統一し
たQRコード等の仕様を
検討

• 既に印刷が始まってい
る自治体のクーポン等
を、予約システムでAI-
OCR等を使って効率的
に入力できないかを検
討

• クーポンのQRコード等と
ワクチン情報等をスキャ
ン等で送信

• 接種会場等での入力端
末は配布を検討

• システムがv-sysへ報告
する日次集計値が計算
可能

• システムから予防接種
管理システムへの報告
用データをCSV等で提
供することを検討

• 転居やクーポン発行時
の接種履歴等のデータ
引継ぎを検討

• スキャンの作業は従来
の検討にない追加作業
になる

• 一方で、日次の集計作
業が不要になる等、業
務の軽減になる

• 日次集計値をRPA等で
v-sys入力できないか検
討

• 予防接種管理システム
でデータ取込みが可能
か要確認

• 重複発行を防止できる
• 再発行が迅速にできる

接種者管理システム(仮称)の概要

・接種の促進等を的確に行うため、国が接種状況（統計値）を確認できる仕組みを整備する。

・引越等の広域移動があっても一意性をもって確認できる仕組みとする。

・接種済み証明を迅速に発行できるようにする。

・接種を忘れている人等への案内ができる。

・セキュリティを考慮し、LGWAN-ASP等の利用を想定している。

・自治体は自団体に関連するデータにしかアクセスできない等、アクセスコントロールとログの管理を厳格に実施する。

・実施に必要な医療機関や接種会場の補助端末は配布（貸与等）を検討する。

具体的な
取組み

既存の取組
みとの
整合性

現在の流れ

基本的
考え方



各自治体システム

書類確認

接種実施
予診

受付

市
民

医
療

機
関

・
接

種
会

場
自

治
体

④受付

⑥予診票記入

⑨データ 入力処理
（ 手入力、 画像読取等）

ダッ シュ ボード
（ 全国用、 自治体用）

③来場
接種券提示

⑧予診表等
記載データ 確認

接種記録
データ ベース

接種実施⑦問診

帰宅

第⼆回予約へ

記⼊済
予診表

接
種
予
約

②予約

⑤予診票受渡

接種を実施する場合

接種を実施
しない場合

カ ルテ記録

書類等受渡

【画像読取の撮影物想定】
予診票（OCRライン等の接種情
報、ワクチンのメーカー、ロッ
ト番号等が⼊っているもの）

予防接種台帳
LGWAN

自治体コ ード と 接種券番号
を元に消し 込みを行う

⑩データ ベース
登録処理

接種概況
確認

凡例

本システムで提供を予定する機能

本システムの対象範囲外

予診表

①データ ベース
取込処理

ファイル形式、命名規約、フォー
マット等は、国側から指定

自治体コ ード
接種券番号
接種状況（ 実施/ 未実施）
接種回（ １ 回目/ 2回目）
接種日
ワク チンのメ ーカ ー
ロッ ト 番号

住基台帳 CSV
ファイル

マイ ナンバー
宛名番号
自治体コ ード 、 接種券番号
属性情報（ 氏名、 生年月日、 性別）

（ １ ）
イ ンタ ーネッ ト 経由で
ダイ レク ト に接種結果

のデータ を入力

（ 2） 予防接種台帳に入力し た
接種結果のデータ を取込
（ LGWAN経由）

※接種結果の接種記録システムへの反映は、 (1)
か(2)のいずれか迅速な方を自治体単位で選択。

全体フ ローと ワク チン接種記録システムのスコ ープ

⼿⼊⼒中⼼
（⾃治体が独⾃
に外部委託する
場合を含む）

接種記録DBから予防接種台帳に必要に応じ反映
集計画面を見なが
ら 、 V-SYSへ必要

データ を入力

①

③

CSV
ファイル

①

②

②
③

④

CSV
ファイル

ワク チン接種記録システム

2021.3.9更新

35



1. マイナンバー（12桁の番号）利⽤の可否
2. 予約システムを包含するか、切り離すか
3. ⾃治体の予防接種管理システムとの関係
4. 端末を誰が整備するか

BYOD・選挙⽤端末・新規タブレット調達

5. データベースを統合するか、論理分離するか
根拠法令・データの管理主体は誰か・システムの迅速な⽴ち上げ

6. 転居時のデータの取り扱い
7. 接種記録集計データの共有範囲

検討当時いくつかの主要な論点
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接触確認アプリの事例 ‒ 2020年6⽉リリース
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html



接触確認アプリの提供へ向けた体制の⾒直し（2020年5⽉）
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出典: https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/techteam_20200509_04.pdf



開発経緯と運⽤体制について
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出典: https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/techteam_20200917_02.pdf



頻繁に変更されるAPI仕様との闘い
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4月当初に公表されていた仕様 v1.2

COCOAで実際に採用した仕様 v1.3

昨秋以降iOS14から採用された新しい仕様（COCOA未対応）



COCOA 1.1.4で起こった問題
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感染リスクレベル 使途 代入されるリスク値

設定 値 Apple Apple 推奨 Google 推奨 Google ※ Apple Google

当初 0 任意 未定義 / 任意 未使用 無効 スコア[0] 固定値1

未使用 1 任意 確定検査 リスク 低 リスク最低 スコア[1] スコア[0]

未使用 2 任意 確定検査 リスク 標準 リスク低 スコア[2] スコア[1]

未使用 3 任意 確定検査 リスク 高 リスク低中 スコア[3] スコア[2]

修正後 4 任意 確定診断 リスク中 スコア[4] スコア[3]

未使用 5 任意 自己申告 リスク中高 スコア[5] スコア[4]

未使用 6 任意 陰性 リスク高 スコア[6] スコア[5]

未使用 7 任意 再発 リスク超高 スコア[7] スコア[6]

未使用 8 未定義 / 任
意

リスク最高 スコア[7]

感染リスク 接触期間 経過日数 減衰

1 0 1 1

7 0 1 2

7 0 1 3

7 0 1 4

7 1 1 5

7 1 1 6

7 1 1 7

7 1 1 8

固定値1に対して
3〜8をかけても
21を越えない

固定値7に対して
3〜8をかけると
21を越える



課題と教訓：コミュニティとの連携を前提とした調達・開発体制の在り⽅を考える必要
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台湾におけるマスク在庫情報の共有、配布の事例・g0vと連携した逆調達 (Reverse Procurement)
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東京都に於けるCode for Japanとの協働の事例 - 新型コロナウイルス感染症対策サイト
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 Apple ‒ Googleが提供するENAPIの利⽤
 iOSにおけるBackground Task制限が決め⼿に
 当初予定していた機能を実装できない問題も

 Xamarinによるクロスプラットフォーム開発
 異なるOSに対し共通のソースコードで実装できるメリット
 iOS/AndroidのAPI仕様変更への対応にMicrosoftの協⼒が必要
 iOS/AndroidとXamarinの両⽅に精通した開発⼈材が必要に

 GMSをサポートしないHuawei社端末の問題
 Huawei社の提供する互換技術の利⽤可否

接触確認アプリCocoaにおける「汎⽤性」の確保にあたっての論点
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 政府でのデジタル化での経験
 マイナポータルの改良
 特別定額給付⾦オンライン申請
 ワクチン接種記録システム VRS

 接触確認アプリ COCOA

 これからの政府のデジタル化と課題
 調達制度、予算管理、⼈材育成、ゴール設定

おわりに

47

©
 2

02
0 

Ja
pa

n 
Di

gi
ta

l D
es

ig
n,

 In
c.



Thank you.
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